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はじめに 

 

平成から新たな元号の時代へと歴史的な節目の時期を迎えています。平成の３０年間を振り返ると、

情報機器の発展や普及など、社会の様子も大きく変化しました。障害に関する考え方や取組についても、

共生社会の実現に向けて、特に国連総会において障害者権利条約が採択された平成１８年以降、教育、

福祉等様々な分野で法改正や制度の見直しが進められました。 

学校教育においても「特殊教育」から「特別支援教育」へと転換が図られ、全ての学校、教室に発達

障害を含む障害のある児童生徒が在籍している可能性があることを前提に、一人一人の教育的ニーズに

応じたきめ細かな指導や支援を行うことが求められるようになりました。高知県が実施する調査におい

ても発達障害等の診断・判断やその可能性のある児童生徒の在籍率は年々増加しており、不登校や暴力

行為などの背景に、発達障害等のある児童生徒の学校生活に対する適応の課題が指摘される場合も少な

くありません。こうした状況において、特別支援教育については教員の障害理解や専門性の向上はもち

ろんのこと、学校の組織的な取組として位置付け、具体化するなど、学校経営上の課題としてとらえ、

充実させていくことが必要です。 

文部科学省では特別支援教育の視点を踏まえた学校経営について、次のように述べています。 

 

高知県教育委員会では、これまで各学校の特別支援教育に関する取組がより一層充実するよう、『す

べての子どもが「分かる」「できる」授業づくりガイドブック』（平成 25 年 3 月）や『すべての子どもが

「分かる」「できる」授業づくりガイドブック-実践事例集-vol.1』（平成 27 年 3 月）、『すべての子ども

が輝く校内支援体制づくりガイドブック』（平成 29 年 3 月）などの冊子を作成し、活用を進めてきまし

た。平成２９年度からは各冊子の内容を踏まえ、学校規模や地域性に即した各学校の取組が充実するよ

う『みんながスター！校内支援力アップ事業』を実施し、併せて文部科学省の「特別支援教育の視点を

踏まえた学校経営構築研究開発事業」（平成 29、30 年度）の指定を受け、6つの市町及び 16 の小・中学

校に協力をいただき、特別支援教育の視点を踏まえた学校経営の推進に向けて研究を続けてきました。

この冊子では、指定の 16 の小・中学校の取組をもとに、特別支援教育の視点を踏まえた学校経営を進

める上で配慮すべきことや、具体的な取組について紹介しています。事例を提供いただいた各学校と市

町村教育委員会の皆様には本事業の実施にあたりご理解、ご協力いただきましたことに感謝します。特

別な支援を必要とする児童生徒を含むすべての児童生徒がより良い未来を歩むことができるよう、特に

各学校の管理職の皆様方には本冊子を参考にしていただき、特別支援教育の視点を踏まえた学校経営を

充実させていただくことを期待しています。 

 

平成３１年３月 

高知県教育委員会 

特別支援教育の基本的な考え方である、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、適切

な指導及び必要な支援を行うことを、障害のある幼児児童生徒のみならず、障害があることが周

囲から認識されていないものの学習上又は生活上の困難のある幼児児童生徒にも適用して教育を

行っていくことを、学校経営計画に明記し、学校全体で意識し取り組んでいくこと。 

また、特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児児童生徒の将来に大きな

影響を及ぼすことを校長自らが深く自覚し、常に認識を新たにして取り組んでいくこと。 

（『発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業公募要領』より抜粋）
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この冊子は本文ページと、協力校から提供された資料にもとづく実践資料編の 2

部構成になっています。本文内容に関連する実践資料については下記のように矢印

が入っていますので、対応させながら読み進めていただくと、具体的な取組をより

イメージしやすくなります。 

 

 

また、高知県では特別支援教育の視点を踏まえた学級経営で重要となる校内支援

体制について『すべての子どもが輝く校内指導支援体制づくりガイドブック』（平

成 29 年 3 月）を発行しています。本冊子で記載しきれなかった校内支援体制を充

実させるうえでの留意点については、そちらも手に取っていただき学校経営を進め

るうえでの一助としてください。 

資料１ 学校経営計画と別途作成する「特別支援教育基本方針」 
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１ 目指す方向を定め、伝える 

 

特別支援教育の視点を踏まえた学校経営を進めるうえでは、特別支援教育の視点からどのような学校

を目指して、どのような児童生徒を育てるのか、そのためにどのように取り組んでいくのかを教職員全

員で共有することが大事です。共有のために、まずは学校経営計画に特別支援教育の推進に向けて目標

や具体的取組の内容を記載することが必要です。加えて、保護者や地域、関係機関に向けて、よりわか

りやすい形で方向性を発信し、共有するために、別途「基本方針」を策定することや、「グランドデザイ

ン」等を作成することも有効です。 
 

 

 

 

  

実践事例１：年度当初に特別支援教育基本方針を策定、確認している小学校 

学校経営計画に特別支援教育に関する取組を記載するとともに、特別支援教育の考え方や校

内支援会の日程、個別の指導計画の作成の流れなどをまとめた『特別支援教育基本方針』を作

成し、全教職員に配布、年度当初の職員会で確認しています。 

基本方針を年度当初に確認することで、特別支援教育の取組を特別支援教育学校コーディネ

ーター（以下、学校コーディネータ－）や特別支援学級担任、支援員などの担当者だけに任せ

るのでなく、教職員一人一人が取り組まなければならないことがより強く意識されるようにな

りました。 

 

実践事例２：グランドデザインを作成し、取組を発信している小学校 

学校経営計画とは別に、Ａ４サイズの『グランドデザイン』を作成、全教職員に配布し、確

認するとともに、ＰＴＡなどのいろいろな場で学校の取組を説明する際に活用しています。学

校の取組の全体像が把握できる資料の中で特別支援教育の取組を示すことで、学校の特別支援

教育の位置付けをより明確に発信することができました。 

資料１ 学校経営計画と別途作成する「特別支援教育基本方針」 

資料２ 学校の取組全体像を視覚化する学校グランドデザイン 
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Ｑ 特別支援教育について、学校経営計画の「知」「徳」「体」「連携・協働等」どの項に記載すれば

よいのか迷っています。 

Ａ 学校経営計画の様式では、短期の学校経営基本方針及び評価を「知」「徳」「体」「連携・協働等」

の項ごとに記入するようになっています。特別支援教育は、障害等のある児童生徒に対する

「知」「徳」「体」のすべての取組に関連することであり、また、家庭等への理解・啓発を含む、

地域ぐるみの「連携・協働等」も重要になります。 

高知県教育振興基本計画における指標や各学校や地域における特別支援教育に関する理解

や取組状況を踏まえた上で、重視して取り組むべきことは何かを整理し、あてはまると考えら

れる項に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻末には、文部科学省事業指定の 16 校の策定した学校経営計画をもとに、学校経営計画にお

ける特別支援教育に関する記載例を掲載しています。 

特別支援教育の視点を踏まえた学校経営Ｑ＆Ａ 

 
第 2 期高知県教育振興基本計画【第 3 次改訂版】における指標 

（2019 年度末までの目標数値）
 
〇「個別の指導計画」を作成している学校の割合（公立小・中学校） 100％ 
 
〇発達障害の診断・判断のある児童生徒に占める「引き継ぎシート」等のツールを活用した

引き継ぎが行われた児童生徒の割合 100％ 
 
〇校内研究の計画等にユニバーサルデザインの視点による授業づくり等を位置づけ、実施し

ている学校の割合 100％ 
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２ 必要な取組を具体化し、実行する 

 

⑴集団指導の質の向上へ向けて 
 

学校経営計画等で示した自校のめざす姿を実現していくため、具体的にどのように取り組むのか、環

境設定や学級経営、授業実践に至るまで具体的に確認しておくことが必要になります。特別支援教育の

充実には、個別の指導・支援に限らず、障害のある児童生徒をはじめとする多様な児童生徒の実態を踏

まえた集団指導の質を向上させることも不可欠です。教職員全員でユニバーサルデザインの視点から

日々の取組を見直すこと、授業づくりのベーシックスタイルを確認しておくことも必要です。 

ユニバーサルデザインやベーシックについては、高知県教育委員会が作成した『すべての子どもが「分

かる」「できる」授業づくりガイドブック』（平成 25 年 3 月）や『すべての子どもが「分かる」「できる」

授業づくりガイドブック-実践事例集-vol.1』（平成 27 年 3 月）、『高知県授業づくり Basic ガイドブッ

ク-平成 29 年度改訂版-』（平成 29 年 10 月）等を、活用してください。（各冊子については各学校に配

布していますが、特別支援教育課ホームページや教育センターホームページから PDF データでダウンロ

ードが可能です。） 

また、学校の研究内容などに応じてマニュアルとなる資料を作成し、常に手元で確認できるようにし

ておくと、必要な環境設定、目指す授業像がより具体的になります。資料を作成する場合には、校内で

実践されている好事例を取り上げることで、同じ職場の優れた実践から学ぶＯＪＴにもつながります。 
 

 
 

 
 

実践事例３：自校の授業づくりのスタンダードを作成、配布している小学校 

授業づくりのスタンダードとして、学習過程の基本構成等をＡ４サイズにまとめたものを作

成、全教員に配布しています。スタンダードを意識した授業づくりを進めることが、児童にと

って見通しを持ちやすい授業になっています。児童だけでなく、経験年数の少ない先生にとっ

ても、授業をどう進めていけばよいのかの大事な指標となっています。 

実践事例４：ユニバーサルデザインの視点での取組について写真で確認している小学校 

ユニバーサルデザインについて、まずは教室環境に焦点を絞って、具体的に何をすればいい

か分かるよう写真入りの資料を学校コーディネーターが作成し、全教職員に配布しました。先

生方が取り組みやすい内容でもあり、全校で統一した環境づくりにもつながっています。 

他の小学校では、先生方の取組を撮影し、写真を見ながら共有することで、互いの取組がモ

デルとなるようにしています。 

資料３ 学校の研究内容に即した授業スタンダード 

資料４、５ ユニバーサルデザインの実践を共有するための資料 
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⑵組織的な指導・支援の実施体制の確立へ向けて 
 

集団指導の質の向上だけでは指導・支援の効果が十分に行き届かない児童生徒に対しては、個別の指

導・支援の在り方を検討することが必要になります。校内支援会については必要に応じて随時招集する

のでなく、計画的に行うことが、切れ目なく必要な個別の指導・支援を組織的に継続させることにつな

がります。また、校内支援会のスケジュールを年度当初から確認しておくことが、確実な校内支援会の

実施につながります。 
 

 
 

  

実践事例５：電子黒板による視覚支援に全校で取り組んでいる小学校 

学校全体で電子黒板等を使って視覚情報を大事にした取組を進めています。校長も集会など

で電子黒板を使って話すことがあります。最初は電子黒板の操作等に戸惑いのあった教員も、

教員同士で教え合い、活用し続けることで抵抗なく使えるようになりました。プレゼンテーシ

ョンなどの電子データは共有や用途に応じたアレンジがしやすく、活用することで児童も集中

する時間が長くなったなどの効果を実感しています。 

実践事例６：年度当初に校内支援会のスケジュールを確認することにした小学校 

小規模校ということもあり、これまでは職員会議で情報共有しながら必要に応じて校内支

援会を行うようにしていました。しかし、参加者の日程調整が難しく、会が実施できないこ

ともあったため、年度当初に校内支援会の年間スケジュールを作成し、計画的に実施するこ

とにしました。最初は校内支援会の進行等がスムーズにいかないこともありましたが、計画

的に実施することで、事前の準備も見通しをもって行えるようになりました。また、進行役

のファシリテーション力が向上し、スムーズに会を進行できるようにもなりました。 

校内支援会の前に学校コーディネーターからどの児童のことを取り上げるのかを確認して

もらうことで、各教職員にとっては児童の様子をあらためて振り返る機会となり、指導・支

援の必要な児童への早期対応にもつながっています。 
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校内支援会の実施等を通じ組織的な指導・支援の体制が確立されることで、担任だけでは対応しにく

いことについては、他の教員が協力しながら対応することが可能になります。校内支援会で、日常生活

や学校行事などで、起こりうる様々な状況を事前に予測し、誰かが確実に必要な対応（合理的配慮）を

行うことで、障害のある児童生徒もスムーズに集団生活に参加し、活躍できる場が広がります。そして、

活躍の場が広がることが、周囲の児童生徒や保護者にとっても『障害があるから一緒にできなくても仕

方ない』でなく『障害があってもこの手立てがあると一緒にできる』という共生社会の理念にもとづく

適切な障害理解につながります。障害のある児童生徒などに対し、一人一人の教職員にできることを考

えることが特別支援教育の視点を踏まえた学校経営の充実、ひいてはインクルーシブ教育システムの構

築へとつながることを踏まえると、校内支援会はその一歩として非常に重要な場と言えます。 
 

 

Ｑ 学校コーディネーターに誰を指名すればいいのか迷っています。 

Ａ 学校コーディネーターは校内支援体制の中核であり、特別支援教育に関する理解はもちろん、

校内支援会の運営、関係機関との調整等、他の校務分掌とは異なる役割を発揮することが求め

られます。これらの学校コーディネーターの業務を踏まえ、適切な教員を指名することが必要

ですが、コーディネーター経験がない教員を指名する場合などには、高知県教育委員会が作成

した『すべての子どもが輝く校内支援体制づくりガイドブック』（平成 29 年 3 月）の内容を確

認する等、指名された教員がその業務を理解したうえで、見通しを持って取り組み、必要なス

キルを身につけることが必要になります。 

また、学校コーディネーターが、学校全体の児童生徒の実態を把握し、個別の指導・支援に

関わることが、校内支援体制としてのきめ細かな対応につながります。そのため、コーディネ

ーター業務に一定の力を注げるように、担当する授業時間を削減するなど他の業務負担を減ら

すといった配慮も本来は必要です。一人で全ての業務を担うことが難しい場合には、複数の学

校コーディネーターを指名する、管理職等と業務内容の分担を行うといった教職員体制に応じ

た工夫も必要になります。 

学校コーディネーターを中心とした校内支援体制の運営については、教育事務所特別支援教

育担当指導主事が、地域におけるコーディネーターとして各校の取組を支援します。市町村（学

校組合）教育委員会を通じ教育事務所まで相談ください。 

実践事例７：校内支援会を輪番で進行している小学校 

校内支援会のスムーズな進行が定着してきたので、進行役を輪番制にしています。学校コー

ディネーターのサポートのもと、より多くの教員が進行役の経験を積むことでＰＤＣＡサイク

ルに基づく取組が意識されるよう、また学校コーディネーターが交代することになっても、校

内支援会の進行に支障がでない体制づくりもねらっています。 

特別支援教育の視点を踏まえた学校経営Ｑ＆Ａ 
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校内支援会の開催にあたっては、児童生徒のために必要な協議をしっかり行うという視点だけでなく、

他の業務同様、事前に設定する時間内に実施し、参加者の負担を最小限にするという視点も必要です。

必要な協議を限られた時間で実施するためには、進行役のファシリテーション力を向上させることはも

ちろん必要ですが、進行の流れをあらかじめ決めておくことや、事前に資料を収集し分かりやすい資料

を作成しておくなど、協議時間短縮のためのシステムを作っておくことも大事です。特に規模の大きな

学校では校内支援会の対象となる児童生徒の人数も必然的に多くなるので、校内支援会の実施単位（例

えば中学校では学年団など）や構成メンバーの工夫とともに準備段階での工夫が負担軽減につながりま

す。 
 

 
 

 

  

実践事例８：教員同士が連携し、共に学ぶ機会を支える小学校 

特別支援学級に学習環境等に配慮が必要な児童が在籍しています。学年で遠方の施設に校外

学習に出かけることが決まり、他の児童と一緒に見学が可能か事前に検討することが必要とな

りました。担任が事前に遠方の施設を訪問することは時間的にも難しかったため、校内支援会

で役割分担を行い、教頭が施設の様子を確認し、考えられる合理的配慮について校内支援会で

検討しました。事前に必要な配慮や対応を検討したことで、当日は通常の学級の児童と一緒に

学習することができました。 

実践事例９：時間短縮のために事前準備を十分に行っている小学校 

校内支援会の時間短縮に向けて、学校コーディネーターを中心に事前の準備を丁寧に行うよ

うにしています。協議中は話題が散漫にならないよう、事前に担任から聞き取った内容をもと

に、学校コーディネーターと校長が協議の柱を整理し会に臨むようにしています。また、校内

支援会に参加するメンバーについては、学級担任は担当する児童の協議の時間のみ参加するよ

うにし、時間の負担を軽くするようにしています。 

実践事例１０：学年会等従来からある協議の場を有効に活用した中学校 

以前から生徒指導上の対応について定期的に協議していた学年会の時間を有効に使い、障害

等のある生徒に関する情報共有や対応を検討しています。学校コーディネーターが実施日程を

事前に把握しておき、可能な限り各学年会に参加、気になる生徒への対応について特別支援教

育の視点を活かすようにしています。学校全体での情報共有は、夏季休業中や冬季休業中など

に全校研修を実施し、個別の指導計画作成、評価と合わせて行っています。 

資料６ 学年会を効果的に活用した校内委員会年間計画 
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３ 状況を確実に把握する 

 

⑴一人一人の現状を確実に把握する 
 

校内支援会では、教職員が気になる児童生徒を取り上げ、個別の指導・支援を協議していきますが、

指導・支援を必要としている児童生徒の状況を確実に掴むためには、教職員の観察だけでなく、児童生

徒自身が指導・支援の必要な状況であることを自ら発信できる機会を意図的に設定していくことも大事

になります。 
 

 
 

 
 

 

 

様々な指導・支援を必要とする児童生徒について、学校全体で共通認識を持つためには、一人一人の

状況や課題を共有するためのリストが必要です。リストを作成することによって学校としての対応の方

向性が明確になるとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、支援員、関係機関

等との連携がスムーズになり、支援がより確かなものとなります。 

また、リスト化をしておくことで、年度が替わって担任の変更や教職員の異動があった際にも、どの

児童生徒に対して個別の指導・支援を継続していくことが必要なのか、確実に引き継がれます。 

実践事例１１：スクールカウンセラーと全児童が面談を行っている小学校 

毎年、スクールカウンセラーとすべての児童が短時間の面接を行う機会を設けています。こ

のことで児童からのサインを見逃すことなく、個別の指導・支援が必要な状況を早期に把握す

ることにつながっています。個別に面談することに抵抗があった児童も、すべての児童を対象

としていることで抵抗なく面談をすることができています。 

実践事例１２：生徒が教職員を指名し、面談を行っている中学校 

学期毎にすべての生徒が教職員と個別に話す時間を設けるようにしています。どの教職員と

話すのかは、生徒自身が指名するようにし、一番話しやすい教職員に自分の思いを話すことが

できるようにしています。このことで、生徒の内面の把握や教員との信頼関係づくりにもつな

がっています。 

実践事例１３：アンケートから児童の状況を把握している小学校 

全児童を対象に自尊感情と人権感覚に関するアンケートを実施し、児童の状況を把握してい

ます。集団の中で活躍する場面の多い児童が、自己評価が低い場合など、観察だけでは気づか

なかった個別の指導・支援の必要性に気付くきっかけになり、多面的に児童の実態を捉えるこ

との大切さを感じています。 
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⑵必要な指導・支援を全教職員で共有する 
 

また、必要な指導・支援の内容を共有する上では、個別の指導計画が重要な役割を果たします。 
 

 

  

実践事例１４：リストを作成し、個別の指導・支援が必要な児童の状況を共有している小学校 

発達障害等の診断のある児童だけで２０名以上、診断がなくても個別の指導・支援が必要と

思われる児童を含むとさらに多くの児童が在籍している状況です。どの学級にどんな児童が個

別の指導・支援を必要としているのかを確実に共有できるよう、リストを作成しています。 

リストでは、個別の指導・支援が必要な状況や、診断の有無等、必要な情報を一目で把握で

きるようにしています。外部専門家からの支援を受ける際にも状況が伝えやすく、一人一人に

対する確実な個別の指導・支援につながっています。 

また別の小学校では、配慮が必要な状況に加えてＱ－Ｕアンケートの状況を記載するように

しています。引き継ぎ事項を記入する欄も設け、次年度の取組にも活用できるようにしていま

す。 

 

実践事例１５：教職員の経験に配慮し、個別の指導計画の様式を工夫している小学校 

校内支援会で話した内容が確実に共有されるよう、個別の指導計画の様式を見直しました。

個別の指導計画を書き慣れていない教職員が多いことに配慮し、児童の実態、指導・支援の方

法、変容、評価の流れは押さえつつ、できる限りシンプルな様式にしました。校内支援会の内

容をそのまま記載できるので、新規採用の先生にも書きやすく、繰り返し書くことでＰＤＣＡ

を意識した指導・支援の流れを理解し始めています。 

資料９ 初めての先生にも作成しやすい個別の指導計画 

資料７、８ 個別の指導・支援が必要な児童生徒のリスト 
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どの児童生徒に対し、どんな指導・支援が必要なのか、早期の対応を確実に行うために、特に新たに

入学する児童生徒には、それまでに在籍していた保育所、幼稚園や学校等との情報共有も大事になりま

す。 
 

 

 

 

  

 

Ｑ 個別の指導計画、個別の教育支援計画について、他校と様式が違うのですがこのままでいいの

でしょうか。 

Ａ 個別の指導計画、個別の教育支援計画に必ずこうでなければいけないという様式はありません

が、それぞれの作成する目的、役割を踏まえて必要な内容を位置付け、先生方にとって作りや

すい様式を検討し、必要な児童生徒に対し確実に作成してください。もちろん中学校区内の小・

中学校で統一した様式にすれば小中間での接続をより円滑に行うことができるといったメリ

ットもあります。各学校の状況を踏まえて、県が示す様式例も参考に検討してください。 

個別の指導計画は、各学校の教育目標にもとづき障害のある児童生徒一人一人の教育的ニー

ズに対応した指導目標や指導内容、方法を明らかにするものとして、個別の教育支援計画は家

庭と教育、福祉等が連携しながら児童生徒の成長を支えるための指標として、今後ますます重

要になります。各校でこれまでに取り組まれてきたことを大事にしながら『すべての子どもが

輝く校内支援体制づくりガイドブック』や『特別支援学校 教育要領・学習指導要領解説総則

編（幼稚部・小学部・中学部）』（平成３０年３月）も参考に充実を図ってください。 

実践事例１６：夏季休業を利用し、校長が全ての保育所を訪問している小学校 

来年度入学を予定している幼児の様子を把握するために、校長が夏季休業中、校区内のすべ

ての保育所を訪問、幼児の様子を直接把握しました。早い段階で様子を把握しておくことで、

家庭との連携を含む小学校生活のスタートに必要な準備を、スムーズに、時間をかけて行うこ

とができました。 

実践事例１７：校長間で引き継ぎ会を実施している小・中学校 

引き継ぎシートを使って情報を整理し、小学校から中学校に引き継ぐことに加え、中学校区

内の小・中学校長が集まり新入学生に関する情報共有を行っています。担任等だけでなく、学

校長同士が情報共有を行うことで、施設整備や支援体制等、学校全体で必要な対応を入学前の

早い段階から検討することができています。 

特別支援教育の視点を踏まえた学校経営Ｑ＆Ａ 
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４ 学校内外を繋ぎ、支える 

 

⑴専門家による知見を活かす 
 

校内支援会で必要な指導・支援を検討していく上で、学校での実態把握だけでは指導・支援が必要な

状況の背景にある児童生徒の特性や適切な指導・支援の内容について結論が出ない場合もあります。そ

うした際にはスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーだけでなく、医師等の外部専門家

（外部機関）を活用し、より高い専門性に基づく助言を得ることが有効です。 

外部専門家の活用については巡回相談員派遣事業（県）の活用なども考えられますが、地域で活用が

可能、あるいは連携が必要な関係機関の一覧を作成することで、外部専門家（外部機関）の活用が誰に

でもわかりやすく、継続した支援につなげることができるようになります。 
 

 

 

⑵家庭と連携し、成長を支える 
 

学校の取組をより効果的に児童生徒の成長につなげるためには、家庭の理解、協力は欠かせません。

児童生徒が学校で見せる姿と家庭での姿をしっかりとつなげ、実態をより深く理解することも大事です。 
 

 

  

  

実践事例１８：地域の関係機関の情報をまとめたシートを作成した小学校 

学校コーディネーターが地域にある医療や福祉関係機関の情報を整理し、１枚のシートにま

とめました。教職員で共有するとともに、随時更新しながら学校コーディネーターの引き継ぎ

資料としても活用していきます。 

 

実践事例１９：個別のファイルで家庭との情報共有を行っている中学校 

学校を休みがちな生徒について、登校時の様子を家庭と共有するために個別のファイルを作

成、毎時間の様子を記入したシートを渡すようにしました。このことで家庭と学校が生徒の状況

や支援方策等について共通認識を持てるようになりました。 

資料１０ 指導・支援ネットワークをまとめたシート 
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保護者の不安に対して、まずは担任がその不安を聞くことのできる関係を築くことが大事になります

が、担任だからこそ相談しにくいという場合もあり、学校として特別支援教育学校コーディネーターな

どの担任以外の相談窓口を明確にしておくことも、学校と家庭の関係づくりには大事になります。保護

者には学校コーディネーターの存在が十分周知されるよう、学校通信等の家庭に発信している文書の中

で、特別支援教育学校コーディネーター存在や役割を保護者にしっかり伝えることが相談窓口の明確化

にもつながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実践事例２０：学校内外の相談支援体制について、全家庭に情報発信している小学校 

児童の発達に関わる相談の流れをまとめ、全家庭に配布しています。市の教育委員会や福祉

機関といった外部の相談窓口についても記載しています。全家庭に配布しているので、学校が

気になっている児童の家庭には資料の配付と併せた声かけが、自然にできました。 

 

 

学校通信における 

学校コーディネーター紹介の 

記載例 

 

資料１１ 全ての家庭に向けた相談案内 
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保護者に対して相談の窓口を明示するだけでなく、教職員間で学校コーディネーターを中心とした

相談体制を確認しておくと、保護者がどの先生に相談しても、学校コーディネーターへとつなげる仕

組みができます。また、保護者でなく、教職員も気になる児童生徒の指導・支援に関して、一人で抱

え込まずに学校コーディネーターに相談することができます。 

また、特別支援学級に在籍する児童生徒については、将来に向けてどのような取組が必要なのか、担

任だけでなく、校長とも直接話ができることが大きな安心感につながる場合もあります。 
 

 

 

  

 

 

学びの場の見直しや進路の検討にあたり、制度の理解を含め、将来の見通しを保護者と共有しておく

ことで円滑に進めることができます。 
 

 

 

  

実践事例２１：校内の相談体制について資料を作成し、確認している小学校 

学校コーディネーターが校内の相談体制を図にまとめ、職員会で確認しました。学校内外の

相談窓口として学校コーディネーターを明示したことで、気になる児童に関する情報が確実に

学校コーディネーターに提供されるようになりました。 

 

実践事例２２：特別支援学級の個別面談を校長と担任で行っている小学校 

特別支援学級在籍児童の保護者面談に、学校長が同席するようにしています。担任だけでな

く、学校長にも話を聞いてもらえることで、今後の進路などについて保護者も安心できたよう

です。学校としても将来へ向けての希望等を学校長が直接把握する機会となり、学びの場の見

直し等、早い段階での対が応できています。 

実践事例２３：資料をもとに特別支援学級入級後の流れを家庭と確認している小学校 

自閉症・情緒障害特別支援学級に入級する児童の保護者に対し、入級後の学びの流れについ

て校長が資料を作成し、説明するようにしています。説明の際には、いずれは通常の学級で学

ぶことをめざして、児童の成長にあわせて通常の学級との学びの機会を増やすことを確認して

います。通常の学級と一緒に学習することに不安がある保護者も、成長にあわせて段階的に、

という説明で安心してもらえています。 

資料１２ 学校内の相談体制シート 

資料１３ 特別支援学級入級後の学びの見通し 
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⑶医療や福祉等と連携し、成長を支える 
 

家庭との連携だけでなく医療や福祉等との連携が進むと、児童生徒への個別の指導・支援の体制はよ

り強化されます。学校が家庭と信頼関係を築いたうえで医療や福祉等を紹介することで、学校だけでは

解決が難しい課題に対し、新たな見通しを得られることもあります。 
 

 

 

また、児童生徒は家庭、学校だけでなく放課後児童クラブなど校外の様々な場で人とかかわりながら

成長しています。地域での生活を含めた切れ目のない支援のためには、校内で情報共有や指導・支援に

ついて検討するだけでなく、校外とも情報を共有しながら児童生徒に対する必要な指導・支援を検討し

ていくことも大事になります。 
 

  

 

 
 

 

障害等のある児童生徒については、福祉制度も活用しながら家庭、教育、福祉が連携して成長を支

えていくことの重要性が、『家庭・教育・福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告』（平成 30

年 3 月 家庭・教育・福祉の連携「トライアングル」プロジェクトチーム）でも指摘されています。

今後は、校内での支援体制に加えて、家庭を含む校外との連携体制の構築が求められます。 

実践事例２４：医師と連携し、進路支援を行った中学校 

集団生活への不安が強く、高等学校への進学に消極的な生徒がいました。不安を解消し、高

等学校進学へ向けて気持ちが高まるように学校からも働きかけをしてきましたが、医師に相談

し、高等学校進学について助言などがあったことで、進学の意思確認ができました。教員だけ

でなく医師からのアプローチもあったことで、より不安が解消されて進路を決めることができ

ました。 

実践事例２５：教頭が放課後児童クラブを訪問し、連携している小学校 

地域に放課後等デイサービス等の事業所がないため、障害のある児童は下校後、放課後児童

クラブを利用しています。学校と放課後児童クラブが連携し、児童への対応ができるよう、教

頭が放課後児童クラブに出向き、情報共有等を行っています。学校で見せる姿とは異なる姿が

見えることもあり、学校で必要な指導・支援を検討する際に役立つとともに、本人への指導・

支援だけでなく、家庭への対応も足並みを揃えて行うことができるようになりました。 

実践事例２６：校長や担任が教育支援センターを訪問し、連携している中学校 

学校に登校しにくく、市の教育支援センターで過ごすことが多い生徒がいます。教育支援セ

ンターでの様子などを学校として把握するために、学校長や担任教諭などが教育支援センター

に定期的に足を運び、情報を共有しています。教育支援センターからも通所したときの指導や

支援の資料が提供され、学校でどのように指導・支援するのかを検討する際に役立てていま

す。教育支援センターと学校がつながりながら関わることで、生徒が学校に登校する機会が少

しずつ増えてきました。 
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個別の教育支援計画の作成を軸に、児童生徒が将来の自立と社会参加へ向けてどんな力を身に付け

ていかなければならないのかなど目指す姿を共有すること、そして目指す姿の実現のために必要な個

別の教育課程を学校がどのように編成し、実施していくのか、特別支援教育の視点を踏まえたカリキ

ュラム・マネジメントが今後の学校経営の充実へ向けた大きなテーマと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援教育の視点を踏まえた学校経営構築研究開発事業 

指定校 

 

平成２９年度 
 

香南市教育委員会 

・香南市立野市小学校     ・香南市立野市東小学校 

・香南市立佐古小学校   
 

須崎市教育委員会 

・須崎市立新荘小学校 
 

四万十市教育委員会 

・四万十市立中村小学校    ・四万十市立具同小学校 

・四万十市立中村中学校 

 

平成３０年度 
 

室戸市教育委員会 

・室戸市立佐喜浜小学校    ・室戸市立吉良川小学校 

・室戸市立佐喜浜中学校 
 

本山町教育委員会 

・本山町立本山小学校     ・本山町立吉野小学校 

・本山町立嶺北中学校 
 

宿毛市教育委員会 

・宿毛市立宿毛小学校     ・宿毛市立橋上小学校 

・宿毛市立東中学校 
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資料１ 学校経営計画と別途作成する「特別支援教育基本方針」 
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資料２ 学校の取組全体像を視覚化する学校グランドデザイン 
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資料３ 学校の研究内容に即した授業スタンダード 
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資料４ ユニバーサルデザインの実践を共有するための資料１ 
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資料５ ユニバーサルデザインの実践を共有するための資料２ 
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資料６ 学年会を効果的に活用した校内委員会年間計画 
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資料７ 個別の指導・支援が必要な児童生徒のリスト１ 
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資料８ 個別の指導・支援が必要な児童生徒のリスト２ 
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資料９ 初めての先生にも作成しやすい個別の指導計画 

 

 



資 14 

 

資料１０ 指導・支援ネットワークをまとめたシート 
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資料１１ 全ての家庭に向けた相談案内 
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資料１２ 学校内の相談体制シート 
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資料１３ 特別支援学級入級後の学びの見通し 

 

 

 





巻末資料　学校経営計画における特別支援教育の記載例

　〈研究主題〉

知 徳 体

知 徳 体

知 徳 体

評価

〈学校教育目標〉

項目 主な取組内容 取組内容の評価指標 １学期 ２学期 ３学期

すべての子どもが自分らしくあり続け、豊か
な未来を切り拓くことのできる教育の創造

〇特別支援教育の視点における様々な取組の充実
・発達障害等への理解促進と指導の充実
・特別支援学級における自立活動の充実
・関係機関との連携による指導支援体制の確立

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
○児童一人一人の違いを受け止め、必要な
手立てを実行できる指導力の育成
・採用5年目までの教員に対して特別支援教
育学校コーディネーターが中心となり、各学
期に授業観察及びユニバーサルデザインの
視点による指導助言を行う

知

○基礎学力の定着及び表現力・活用力
の育成
・全国学力、学習調査ＡB問題ともに全
国平均＋３Ｐ以上
・高知県学力調査において＋５Ｐ以上
・全国学力、学習調査及び高知県学力
調査における無解答率０％

〇UDの視点に基づき、だれもが分か
る、できる授業展開の工夫

１
年
目

徳

○確かな自尊感情に基づく、規範意識
の醸成
・問題行動 ０％
・不登校 ０％
・いじめ ０％

【　　　】

〇校内支援委員会の充実
・現状の把握と支援方法の充実
・関係機関との連携およびその活用

２
年
目

学校経営計画（平成　　年度～平成　　年度） 【　　 　    　    学校】 【校長：　　　　　　】 【教職員数　　　名】 【学級数　　　（　　）】 【児童・生徒数　　（　）】

１　４月当初の学校の状況
　（課題は何か）

　２　具体的な到達目標
（目指す状態）

４　中間検証時の状況及び考察
　（変更点）

５　年度末検証
　（到達状況及び次年度に向けて）

３　「２」の目標を達成するための具体的な取組（項目別）　 スケジュール

「わかる・で
きる」「『～し
たい』が生ま
れる」授業
づくり
【授業研究
部】

〇ＵＤを取り入れた「主体的・対話
的・深い学び」の授業づくり
○MIMの導入（3年までは一斉、4年
以降は加力に導入）

〇学校評価アンケート（児童）：
「授業がよくわかる」95％以上
〇ユニバーサルデザインに基づ
いた授業を実施していると答え
る教員100％

研究授業による検証・
講師招聘
授業評価シート作成・
実施
授業の質的改善アン
ケートの実施

研究授業による検証・
講師招聘
授業評価シート作成・
実施
授業の質的改善アン
ケートの実施

研究授業による検証・
講師招聘
授業評価シート作成・
実施
授業の質的改善アン
ケートの実施

体

○生活実態調査
・スマホ・ゲームの利用時間：1日2時間
以内70％

○ すべての児童に対する基本的生活
習慣の確立
・家庭と連携しての取組の実施

３
年
目

知

○学年、学級内の学力定着状況に
大きな差がある。（県版調査におけ
る全教科平均が県平均+5ポイント以
上の児童30％、±0ポイント以下の
児童20％）
○基礎学力の定着が充分でない児
童がいる。（単元テストの平均正答
率60％以下の児童5％）

○県版調査における全教科平均±
0ポイント以下の児童10%
○加力指導を充実させ単元テスト：
平均正答率60％以下の児童0％

MIMの実施（２・３年５月～、１年６月～）、あすなろタイム・加力指導（６月
～）

【　　　】

Ⅵ 短期学校経営方針及び評価（平成３１年度）〈１〉

Ⅰ 学校経営理念 Ⅱ 学校経営方針

Ⅳ 中期目標（３年目の指標） Ⅴ 行動指針 Ⅶ 経年における検証・評価

知

Ⅲ 人材育成方針及び取組



評価

評価

評価

【　　　　】

・児童理解のための二者面談を年
間２回以上実施
・校内支援会の定例化及びケース
会の適宜実施
・配慮が必要な児童をまとめ、職員
会・校内研で確認し学校全体で共有
する。

・「学校生活アンケート」問１肯
定的評価90％以上
・月1回定例の支援会の実施
・個別の指導計画作成率100％
（通常の学級）

学校生活アンケートの
実施、結果分析、面談

学校生活アンケートの
実施、結果分析、面談

次年度計画

定例支援会

取組内容の評価指標 １学期 ２学期 ３学期

項目 主な取組内容

１　４月当初の学校の状況
　（課題は何か）

　２　具体的な到達目標
　　　（目指す状態）

　４　中間検証時の状況及び考察
　（変更点）

５　年度末検証
（到達状況及び次年度に向けて）

１　４月当初の学校の状況
　（課題は何か）

　２　具体的な到達目標
　　　（目指す状態）

４　中間検証時の状況及び考察
　（変更点）

５　年度末検証
（到達状況及び次年度に向けて）

３　「２」の目標を達成するための具体的な取組（項目別）　 スケジュール

人権教育
【心の教育

部】

・交流及び共同学習の推進 ・各学級年間1回以上、特別支
援学級との交流及び共同学習
の実施

・特別支援学校児童と
の居住地校交流（校内
音楽会）

取組内容の評価指標 １学期 ２学期 ３学期

生徒指導
の充実【生
徒指導担

当】

３　「２」の目標を達成するための具体的な取組（項目別）　 スケジュール

適切な生
活習慣の

確立
【保健体育

部】

○スマホ・ゲーム依存に関して外部
講師を招聘しての授業を全学年で
実施
○個別の指導・支援が必要な児童
については特別支援教育学校コー
ディネーターと連携しながら、より効
果的な指導・支援を検討、実施

○生活実態調査
・スマホ・ゲームの利用時間1日
2時間以内80％、3時間以上0％

・生活実態調査
・スマホ・ゲーム依存に
関する授業（全学年）

・生活実態調査 ・生活実態調査
項目 主な取組内容 取組内容の評価指標 １学期 ２学期 ３学期

　
【　　　　】

【　　　　】

校内支援体制のチェッ
ク・改善
チェックリストの活用

校内支援体制のチェッ
ク・改善
チェックリストの活用

個別の指導計画など作
成
外部専門家の招聘

個別の支援計画等検証
外部専門家の招聘

個別の支援計画等検証
外部専門家の招聘

１　４月当初の学校の状況
　（課題は何か）

　２　具体的な到達目標
　　　（目指す状態）

４　中間検証時の状況及び考察
　（変更点）

５　年度末検証
（到達状況及び次年度に向けて）

３　「２」の目標を達成するための具体的な取組（項目別）　 スケジュール

保小中高
連携

　【管理職】

○引き継ぎシートの活用を軸に、保
幼から小、小から中への円滑な学
習、生活の移行を推進する。
・引き継ぎシートの活用
・授業等における幼児児童生徒の
交流
・公開授業研や公開保育への教職
員の参加

○引き継ぎシートを活用した引
き継ぎの実施：個別の指導計画
作成中の児童に対し、中学校へ
の作成送付100％
○幼保より引き継ぎシートを受
け取った児童に対する個別の指
導計画作成100％

〇保幼小交流（１年・２
年）
〇引き継ぎシートの内
容確認

〇保幼小交流会（５年）
〇保幼小交流会（６年）

〇引き継ぎ支援会

〇保幼小連絡会、小中
連絡会
〇公開授業
〇公開保育

〇保小行事等連絡会
〇公開授業
〇公開保育

〇体験入学
〇管理職連絡会の実
施：保小、小中

項目 主な取組内容

徳

○「学校生活アンケート」で「学校が
楽しい」前年度2月　全校95％

○「学校生活アンケート」で「学校が
楽しい」　全校100％

体

○生活実態調査におけるスマホ・
ゲームの利用時間：1日2時間以内
70％

○生活実態調査におけるスマホ・
ゲームの利用時間：1日1.5時間以内
80％、2.5時間以上0％

連
携
・
協
働
等

○学校と地域が連携し、様々な支援
活動ができている。
○学期ごとに行っている個別の指導
支援が必要な児童の保護者と管理
職の面談においても、将来の児童
の進路や自立について共有すること
ができている。

○継続して、学校と地域が連携した
活動が推進される。
○個別の指導支援が必要な児童に
ついて、保護者が安心して学校に送
り出すことができる。（学校評価アン
ケートに対する肯定的評価100％）

特別支援
教育の充

実
【校内委員

会】

○個別の指導計画の作成、活用
○引き継ぎシートを活用した引き継
ぎの実施
○ユニバーサルデザインに基づい
た授業の実施、検証

○個別の指導計画作成率
100％（通常の学級）
○引き継ぎシートを活用した引
き継ぎの実施：個別の指導計画
作成中の児童に対し、中学校へ
の作成送付100％
〇ユニバーサルデザインに基づ
いた授業を実施していると答え
る教員100％

校内委員会を組織する
校内支援会年間計画作
成

Ⅵ 短期学校経営基本方針及び評価（平成３１年度）〈２〉 徳

Ⅵ 短期学校経営基本方針及び評価（平成３１年度）〈３〉 体

Ⅵ 短期学校経営基本方針及び評価（平成３１年度）〈４〉 連携・協働等
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